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公募型プロポーザル方式による募集の趣旨 

蒲郡市では、令和３年３月３１日付けで用途廃止した蒲郡市浜町仮設ソフトボール

場跡地について、活用の方針を検討し、市有財産の有効活用と財源確保のため、民間

企業へ売却することとしました。 

本市では、少子高齢化が愛知県平均を上回るペースで進んでおり、特に今後の地域

の担い手となる若い世代の人口減少が進んでいます。また、本市では平坦な土地が少

なく、まとまった企業用地の確保が難しいことから、市内企業が周辺自治体に流出し

ており、働く場が少ないことが、人口の流出にもつながっています。 

今回売却する企業用地が位置する浜町は、臨海部に位置しており、大型岸壁のある

蒲郡埠頭に隣接していることから、蒲郡市都市計画マスタープランにおいて工業地区

として位置付けられています。この浜町企業用地を売却することにより、市民の働く

場を確保し、市の産業活性化に資することを目指します。 

つきましては、周辺の環境に配慮をしつつ、地域経済の振興に寄与いただける企業

を公募いたします。売却にあたっては、企業からの提案を通して多角的な観点から総

合的に評価するため、公募型プロポーザル方式により募集するものです。  
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１ 公募型プロポーザル方式による売却の概要 

⑴ 売却方法 

公募型プロポーザルの参加申込者が提示した企画提案書等の内容について選定

委員会による審査を行い、浜町企業用地において行う事業について最も優秀な提

案を行った事業者に売却します。 

⑵ 売却対象物件 

所  在 地目 面  積 売却最低価格 

蒲郡市浜町７２番 雑種地 27,242.49㎡ 

633,388,000円 蒲郡市浜町７３番７ 宅地 2,081.02㎡ 

合計 29,323.51㎡ 

⑶ 位置図 

 

２ 参加者の資格 

応募資格は、次の要件を全て満たす法人とします。 

⑴ 売却物件の引渡しを受けてから３年以内に、提案した事業で、操業を開始し、

契約締結日から１０年を経過するまで当該事業を継続する者 

⑵ 指定期日までに前払い金及び売買代金の支払が可能な者（選定された買受事業

者が指定期日までに前払い金及び売買代金残金の支払いができない場合は、契約

を解除します。） 

⑶ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当し

ない者 

⑷ 蒲郡市工事請負契約に係る指名停止等の措置要領（昭和５９年１２月１日施行）
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及び蒲郡市物品の購入、物品の製造の請負及び物品の売却に係る指名競争入札、

見積書徴取事務処理要領（平成４年１月１日施行）による指名停止期間中でない

者 

⑸ 「蒲郡市が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成２３年４

月１日付け蒲郡市長・蒲郡警察署長締結）に基づく排除措置を受けていない者 

⑹ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定に基づく更生手続開始の申立

て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定に基づく再生手続開始の

申立てがなされていない者 

⑺ 国税、県税及び市税の滞納がない者 

 

３ 選定委員会による評価 

⑴ 選定委員会 

提案書に係る評価については、「浜町企業用地売却先選定委員会」（以下「選定

委員会」という）を組織し、提出された提案書並びにプレゼンテーション及びヒ

アリングにより評価します。なお、選定委員は審査の公平を期すために非公表と

します。 

⑵ 評価方法 

選定委員会では、提案書及びその附属資料の内容について、各委員が提案者ご

とに評価し、その採点により各提案者に順位を付け、原則として第１順位の最も

多い提案者を買受候補者として特定します。第１順位の最も多い提案者が２者以

上いるときは、選定委員会において、各委員の採点結果を踏まえた上で、合議に

より買受候補者を特定します。提案書提出者数が一者でも評価を行うものとし、

選定基準点以上の点数を得られなかったときは買受候補者を特定しません。また、

正当な理由なくプレゼンテーション及びヒアリングを欠席した場合は、提案を辞

退したものとします。 

⑶ 評価基準  

提案書等の評価項目及び配点は次のとおりとし、１００点満点で評価します。

選定基準点は５０点とします。 

ア 企画提案に関する評価  ６０点 

(ｱ) 事業主体に関する評価 

 ａ 現在の経営状況 

(ｲ) 事業内容に関すること 

ａ 当該施設における事業内容 

ｂ 投資予定額及び内容 

(ｳ) 雇用に関すること 

ａ 就業する従業員数及び雇用形態 

ｂ 蒲郡市民の雇用者数及び雇用形態 

(ｴ) 周辺環境への影響に関すること 
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ａ 環境保全のための取組み(地域貢献への取組みを含む) 

(ｵ) その他   

ａ 自由提案（市の活性化につながるものなど） 

イ  市内拠点に関する評価  １０点 

ａ 市内企業による買受 

ウ 買受希望価格に関する評価  ３０点 

⑷ 買受希望価格提案の無効 

次のいずれかに該当する買受希望価格提案は、無効とします。 

ア 売却最低価格を下回る買受希望価格による提案 

イ 買受希望価格提案に所定の記名がない提案 

ウ その他買受希望価格に関する条件に違反した提案 

 

４  スケジュール 

予定日程 内  容 

令和３年７月２１日（水）  参加募集の公告（実施要領の配布開始） 

令和３年７月３０日（金）まで 質問書の受付 

令和３年８月５日（木）まで 質問書に対する回答 

令和３年７月２６日（月） 

～令和３年８月１０日（火） 
参加表明書の提出 

令和３年８月１３日（金）まで 
提案書提出者の選定通知 

（参加表明結果の通知） 

令和３年８月１６日（月） 

～令和３年９月１７日（金） 
提案書の提出 

令和３年９月２７日（月） 

～令和３年１０月１日（金） 
プレゼンテーション及びヒアリング 

令和３年１０月５日（火）まで 特定結果通知（買受候補者の特定） 

特定結果通知日 

～土地売買契約締結日 
契約内容等に関する調整 

令和３年１０月下旬 土地売買契約締結 

令和３年１２月中旬 蒲郡市議会での議決 

令和４年１月中旬 前払い金支払い 

令和４年２月下旬 残金支払い、引渡し、所有権移転登記 

※日程は現時点での予定であり、変更となる場合があります。 

 

５ 参加表明から企画提案までの手順 

⑴ 実施要領の配布 

ア 配布期間 

令和３年７月２１日（水）から令和３年８月１０日（火）まで 

イ 配布場所 
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(ｱ) 蒲郡市役所 総務部 財務課 

土・日曜日及び祝日を除く午前９時から午後５時まで 

（正午から午後１時を除く。） 

(ｲ) 蒲郡市ホームページ 

⑵ 参加表明書の提出 

参加を希望される方は、次に掲げる書類を整え、提出してください。 

ア 提出期間 

令和３年７月２６日（月）から令和３年８月１０日（火）まで 

土・日曜日及び祝日を除く午前９時から午後５時まで 

（正午から午後１時を除く。） 

イ 提出場所 

蒲郡市役所 総務部 財務課 

（郵送、ＦＡＸ、電子メールでの提出は、受け付けません。） 

ウ 提出書類 

(ｱ) 参加表明書（様式１） 

(ｲ) 法人の登記事項証明書（発行から３か月以内のもの。） 

(ｳ) 法務局に登録してある法人の印鑑証明書（発行から３か月以内のもの。） 

(ｴ) 納税証明書（発行から３か月以内のもの。） 

ａ 未納の国税がないことを示す証明書 

ｂ 未納の県税がないことを示す証明書 

ｃ 未納の市税がないことを示す証明書 

(ｵ) 誓約書（様式２） 

(ｶ) 注意事項承諾書（様式３） 

エ 提出方法 

参加希望者は、参加表明書に必要な書類を添えて、財務課窓口へ提出してく

ださい。（郵送、ＦＡＸ、電子メールでの提出は、受け付けません。） 

オ 提案書提出者の選定通知（参加表明結果の通知） 

本要領に定めた要件を満たすかを確認し、要件を満たした者に対しては提案

書提出者として選定した旨を、要件を満たさなかった者に対しては提案書提出

者として選定しなかった旨を、令和３年８月１３日（金）までに書面で通知し

ます。 

カ その他 

(ｱ) 書類に虚偽の記載があった場合は、受付を取り消します。 

(ｲ) 書類提出後は、追加・修正を一切認めず、いかなる理由でも書類は返却し

ません。 

(ｳ) 提出された書類は、蒲郡市情報公開条例（平成１０年蒲郡市条例第１号）

の規定により、公開する場合があります。 

(ｴ) 参加申込みに際して取得する個人情報は、本契約関係事務のために収集す
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るものであり、事務の目的外の利用・保有については、蒲郡市個人情報保護

条例（平成１０年蒲郡市条例第２号）により制限されます。 

(ｵ) 提案書提出者の信用調査を実施します。信用調査業者から書類提出の依頼

があった場合には協力をお願いします。 

⑶ 質問書の受付及び回答 

ア 質問書の受付期間 

令和３年７月３０日（金）まで 

土・日曜日及び祝日を除く午前９時から午後５時まで 

（正午から午後１時を除く。） 

イ 質問書の受付方法 

質問書（様式４）により、蒲郡市役所総務部財務課宛にＦＡＸまたは電子メ

ールにて提出してください。電話による問い合わせには対応いたしません。な

お、受信確認のため、送信後に財務課へ電話連絡をしてください。 

(ｱ) 送付先 ＦＡＸ番号 ０５３３－６６－１１８３ 

電子メール  zaimu@city.gamagori.lg.jp 

(ｲ) 連絡先 電話番号  ０５３３－６６－１１５８ 

ウ 質問に対する回答 

(ｱ) 質問に対する回答は、質問事業者名を伏せ、令和３年８月５日（木）まで

に、随時蒲郡市ホームページ内に掲載します。ただし、質問の内容により企

業が特定されるなど、質問者に不利益が発生する恐れがあると判断する場合

は個別に回答することがあります。 

 (ｲ) 回答の内容及びその他の内容修正は、本要領の追加・訂正として取り扱うも

のとします。提案書はこの内容を踏まえて提出してください。 

(ｳ) 質問及び回答は、本要領に関するものとします。それ以外のものや、単な

る意見表明と解されるものには回答しません。 

⑷ 提案書の提出 

ア 提出書類（各１０部（正本１部、副本９部）提出） 

(ｱ) 提案書表紙（様式５） 

(ｲ) 提案書（任意様式） 

提案書は、事業内容について、３⑶の評価基準の内容に留意して記載して

ください。 

(ｳ) 価格調書（様式６） 

ａ 買受希望価格は、算用数字を使用し、金額の前に必ず「￥」を付けてくだ

さい。 

ｂ 金額を訂正した場合は、無効となります。 

(ｴ) 企業の定款の写し 

(ｵ) 企業の概要がわかるパンフレット等 

(ｶ) 直近３期分の財務諸表（貸借対照表、損益計算書及びキャッシュフロー計
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算書） 

イ 提出期間 

令和３年８月１６日（月）から令和３年９月１７日（金）まで 

土・日曜日を除く午前９時から午後５時まで 

（正午から午後１時を除く。） 

ウ 提出場所 

蒲郡市役所 総務部 財務課 

（郵送、ＦＡＸ、電子メールでの提出は、受け付けません。） 

エ 提案書作成要領 

(ｱ) 提案書の様式 

 ａ 用紙は基本的に全てＡ４版とし縦置き横書きとしてＡ４版を左綴じする

こと。ただし、図表等の表現の都合上、用紙の方向を一部変更したり、記

述方向を一部縦としたりすることは差し支えありません。頁数は１５頁を

上限とする。１５頁以下でも差し支えありません。（採点への影響はない） 

  ｂ 表紙と背表紙に、プロポーザル名と応募事業者名を記入すること。 

 ｃ 両面印刷とすること。 

 ｄ 頁番号は目次を除いた部分を通し番号とすること。Ａ３サイズについて

は２頁カウントとする。なお、表紙、背表紙及び目次は頁数に含めません。 

  ｅ 本文を表記する文字のポイントは、原則として１０．５ポイント以上と

すること。 

(ｲ) 留意事項 

 ａ 提案書の記述は明確かつ定量的、具体的に記述すること。 

 ｂ 造語及び略語は、専門用語及び一般用語を用いて初出の箇所に定義を記

述すること。また、必要に応じて用語集を作成するなどして、別途説明を

要せずとも提案書を読んで理解できる内容とすること。 

 ｃ ３⑶の評価基準の項目ごとに対象とする提案を行うこと。（３⑶イａを除

く） 

 ｄ 記載は当該項目内で完結すること。当該項目以外に掲載されている記述

は、採点の対象とならないことに留意すること。 

 ｅ 使用する言語は日本語、単位は計量法（平成４年法律第５１号）に定め

るもの、通貨単位は円、時刻は日本標準時とします。 

 ｆ 説明は文書をもって行い、図表等はその補助として用いること。図のみ

の説明は認めません。 

 ｇ 参加者は１つの提案しか行うことができません。 

オ 提案書提出にあたっての注意事項 

(ｱ) 書類に虚偽の記載があった場合は、受付を取り消します。 

(ｲ) 提案書の作成に要した費用は、全て提案書提出者の負担とします。 

(ｳ) 提出された書類は、蒲郡市情報公開条例の規定により、公開する場合があ
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ります。 

(ｴ) 提案書の著作権は、提案書提出者に帰属します。また、提案書については、

買受候補者を特定するためのみに使用します。なお、いったん提出された提

案書は返却しません。 

(ｵ) 審査にあたり、外部信用調査機関の意見を参考とします。 

(ｶ) 誤字を除き、提案書提出後の提案内容の変更は認めません。 

⑸ プレゼンテーション及びヒアリングの実施 

ア 提案書を基に、プレゼンテーション及びヒアリングを令和３年９月２７日（月）

から令和３年１０月１日（金）までに実施します。日時及び場所については別

途通知します。ただし、提案書の書面審査により、プレゼンテーション及びヒ

アリングを省略する場合があります。 

イ プレゼンテーション及びヒアリングは非公開で行います。時間は、受付順に

各提案書提出者３０分以内（質疑応答含む）とし、説明者を含めて提案書提出

者あたり４名以内とします。 

ウ プレゼンテーションの内容は提出した提案書の範囲内とし、プレゼンテーシ

ョン用として別途作成することは差し支えありません。 

エ 机、椅子、電源、スクリーン及びプロジェクターは市で準備しますが、パソ

コンその他必要な機器があれば、提案書提出者で準備してください。なお、用

意するプロジェクターの仕様はエプソン「EB-X10」とします。 

⑹ 特定結果の公表（買受候補者の特定） 

特定結果については、令和３年１０月５日（火）までに、全ての提案書提出者

に対し書面にて通知します。なお、特定結果に対する質疑や異議には、一切応じ

ません。 

また、特定結果は売買契約の締結後に、蒲郡市ホームページにおいて公表しま

す。 

⑺ 辞退について 

参加表明書を提出した後、辞退する場合は、辞退届（様式７）を提出してくだ

さい。 

⑻ その他 

提出する書類のうち押印が必要なものについては、参加表明時に提出した印鑑

証明書と同じ印を押印してください。 

 

６ 買受候補者との協議及び買受事業者との契約の締結 

⑴ 買受候補者との協議 

本市と買受候補者が協議し、提案内容や契約内容に関する調整を行ったうえで、

当該売却物件の買受事業者として内定します。 

また、買受候補者との協議の結果、売買契約を締結しないこととなった場合に

は、選定委員会による評価において、選定基準点以上であった提案書提出者の中
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から、順位が高かった順に協議を行うこととします。 

⑵ 契約 

買受事業者として内定した者と、令和３年１０月下旬を目途に売買契約を締結

します。契約に係る一切の費用は、買受事業者の負担とします。  

⑶ 議会の議決  

予定価格が２，０００万円以上で、売却面積が５，０００平方メートル以上の

土地の契約に関しては、地方自治法（昭和２２年法律第６７条）第９６条第１項

第８号及び蒲郡市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例（昭和３９年蒲郡市条例第４号）第３条の規定により、蒲郡市議会の議決を受

ける必要があるため、蒲郡市は令和３年１２月に開催する市議会に議案として提

出する予定です。この市議会の議決が得られなかったときは、この契約は無効と

なります。この場合において、蒲郡市は一切の責任を負いません。 

  

７ 売買代金の支払い、土地の引き渡し及び所有権移転登記 

⑴ 前払い金の支払い 

 ア 議会の議決後、指定期日（令和４年１月上旬を予定）までに、前払い金とし

て売買代金の２０％に相当する額（十万円未満の端数は切捨て）を納入してい

ただきます。 

 イ 前払い金の放棄による契約解除はできません。 

⑵ 売買代金の支払い 

前払い金を除く売買代金は、指定期日（令和４年２月頃を予定）までに納入し

ていただきます。 

⑶ 土地の引き渡し 

本件土地は、売買代金完納後に速やかに引き渡すものとします。 

⑷ 所有権移転登記 

所有権移転登記は、売買代金完納後に蒲郡市が行います。所有権移転登記に要

する費用は、買受事業者の負担とします。  

 

８ 契約不適合責任 

契約締結後、当該土地の種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないこ

とを理由として、履行の追完の請求、代金の減額の請求、損害賠償の請求又は契約

の解除の請求をすることができません。 

 

９ その他の留意事項 

⑴ 現地説明会は実施しませんので、売却物件案内書等により必ず確認をしてくだ

さい。 

⑵ 土地の引渡し後３年を経過する日までに、提案の土地利用を開始してください。

また、引渡しの日から継続して１０年間、提案の土地利用をしてください。ただ
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し、買受事業者が出資した関連企業による操業又は事業承継も可とします。 

⑶ 土地の引渡し後の土地利用にあたっては、関係法令や条例、提案内容等を遵守

してください。 

⑷ 建築物の建設にあたっては、計画内容等の地元説明、近隣住民との協議を、自

らの責任及び負担で行ってください。 

⑸ 提案事業の実施にあたって、開発許可申請の手続きによる変更等、止むを得な

い事情により、提案内容を変更する場合には、事前に文書により市に申請し、承

認を得ることとします。ただし、本事業の趣旨に反する変更は認めません。 

⑹ 供給処理施設の引込等については、十分協議を行うとともに、必要な申請、費

用負担及び工事等は事業者の自らの負担で行ってください。 

⑺ 当該土地には通常の騒音、振動規制等のほか、以下のような利用制限がありま

すので、ご留意ください。 

ア 工場立地法に基づく緑地等 

敷地面積又は建築面積が一定規模を超える場合は、緑地及び環境施設の配置

が義務付けられます。 

イ 蒲郡市景観計画に基づく届出 

一定規模以上の建築物等を建設する場合、外観の色彩などについて基準が定

められています。 

  ウ その他 

建物建築工事にあたっては、関係法令に基づく許認可や届出等が必要になり

ます。 

⑻ 本要領に定めのない事項は、地方自治法、同施行令及び本市契約規則等の関係

諸法令に定めるところにより処理します。 

⑼ その他、土地売買契約書（案）もご精読ください。 

 

１０ 優遇制度 

売却対象物件において立地する際に活用できる可能性のある優遇制度は、次のと

おりです。各種要件や手続き等、詳細は各担当窓口にお尋ねください。 

⑴ 地方拠点強化税制 

本社機能を移転又は拡充する場合、設備投資や従業員の雇用に応じて法人税を

軽減します。 

ア 詳細はこちら 

https://www.pref.aichi.jp/ricchitsusho/zeisei/index.html 

イ 担当窓口 

愛知県 経済産業局 産業部 産業立地通商課 立地指導・調整グループ 

電話番号 ０５２－９５４－６３４２ 

⑵ 愛知県２１世紀高度先端産業立地補助金 

高度先端分野の製造業にかかる工場もしくは研究所を新増設した場合に、工場
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建設費・設備購入費の１０％以内（研究所の場合は２０％以内）を補助します。 

ア 詳細はこちら 

https://www.pref.aichi.jp/ricchitsusho/yuuguu/ken.html#top 

イ 担当窓口 

愛知県 経済産業局 産業部 産業立地通商課 立地推進グループ 

電話番号 ０５２－９５４－６３７２ 

⑶ 愛知県新あいち創造産業立地補助金（Ｂタイプ） 

サプライチェーンの中核をなす分野の製造業にかかる工場もしくは研究所を新

増設した場合に、工場建設費・設備購入費の１０％以内を補助します。 

ア 詳細はこちら 

https://www.pref.aichi.jp/ricchitsusho/yuuguu/ken.html#shinaichi 

イ 担当窓口 

愛知県 経済産業局 産業部 産業立地通商課 立地推進グループ 

電話番号 ０５２－９５４－６３７２ 

⑷ 蒲郡市企業再投資促進補助金 

蒲郡市内で長年工場等を営む事業者が製造業にかかる工場もしくは研究所を新

増設した場合に、工場建設費・設備購入費の１０％以内を補助します。 

ア 詳細はこちら 

https://www.city.gamagori.lg.jp/unit/sangyo/saitoushi2.html 

イ 担当窓口 

蒲郡市 産業振興部 産業政策課 

電話番号 ０５３３－６６－１２１１ 

⑸ 蒲郡市企業立地促進補助金 

蒲郡市内で製造業にかかる工場もしくは研究所を新増設した場合に、工場建設

費・設備購入費の５％以内を補助します。 

ア 詳細はこちら 

https://www.city.gamagori.lg.jp/unit/sangyo/sokushin.html 

イ 担当窓口 

蒲郡市 産業振興部 産業政策課 

電話番号 ０５３３－６６－１２１１ 
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【売却物件案内書】 

 

１ 売却物件 

所在 地目 登記地積 実測地積 

蒲郡市浜町７２番 雑種地 27,242.00㎡ 27,242.49㎡ 

蒲郡市浜町７３番７ 宅地 2,081.02㎡ 2,081.02㎡ 

合計  29,323.02㎡ 29,323.51㎡ 

 

２ 規制等 

区域区分 工業地域 

建ぺい率 ６０％ 容 積 率 ２００％ 

騒音規制 

６時～ ８時  ６５ｄＢ ８時～１９時  ７０ｄＢ 

１９時～２２時  ６５ｄＢ ２２時～ ６時  ６０ｄＢ 

振動規制  ７時～２０時  ７０ｄＢ ２０時～ ７時  ６５ｄＢ 

緑地面積率等 環境施設面積率 ５％以上（うち緑地面積率５％以上） 

そ の 他 
・津波災害警戒区域(一部)（０．０１ｍ～１．００ｍ未満） 

・高潮浸水想定区域（０．３ｍ～３．０ｍ未満） 

 

３ 接道状況 

東西南北全てが、道路に接道（西側のみ乗入口あり） 

東側（臨港道路） 幅員約２７．５ｍ 片側２車線 

西側（市道）   幅員約２８．０ｍ 片側２車線 

南側（県道）   幅員約２６．６ｍ 片側２車線 

北側（臨港道路） 幅員約２７．５ｍ 片側２車線 

 

４ 供給施設の状況 

電  気 電気事業者に確認 

上 水 道 南側道路に配管（φ２００） 

工業用水 配管あり（詳細は東三河水道事務所に確認） 
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下 水 道 

認可区域外につき下水道なし（浄化槽処理等で基準値以下にして排

水。但し、蒲郡市公共下水道区域外流入に関する取扱要綱に基づき

全量もしくは一部の接続が可能となる場合があります。） 

都市ガス ガス管あり（詳細は都市ガス事業者に確認） 

通  信 通信事業者に確認 

 

５ 交通機関 

高速道路 
東名高速道路 音羽蒲郡ＩＣ 約１２．３ｋｍ 

新東名高速道路 岡崎東ＩＣ 約１７．７ｋｍ 

自 動 車 

専用道路 

国道２３号蒲郡バイパス 蒲郡西ＩＣ 約４．４ｋｍ 

蒲郡ＩＣ  約６．４ｋｍ 

鉄  道 
ＪＲ東海道本線・名鉄蒲郡線 蒲郡駅 約２．５ｋｍ 

（名古屋駅から約４０分） 

 

６ その他 

・売却物件を含む浜町は、企業庁により昭和４８年に造成された地区です。 

・売却物件のうち７２番の土地は昭和４８年に市が企業庁から、７３番７の土地

は昭和５５年に市が民間事業者から買受け、昭和５５年から令和２年まで仮設

ソフトボール場として活用していました。 

・市は買受け当時から現在に至るまで、当該地に建物を建築していません（トイ

レ及びフェンス等簡易的なものは除く）。 

・全面的に約１ｍの盛土を施しています。 

・盛土部については、土壌試験を実施しており、検査項目については基準値内と

なっています。 

・地中については、土壌及び地下埋設物の調査は未実施です。 

 




